
三次市告示第４０号 

 

 

 三次市放課後児童支援員等処遇改善臨時特例補助金交付要綱を次のように定め

る。 

 

 

  令和４年２月２５日 

 

 

三次市長 福 岡 誠 志  

 

 

   三次市放課後児童支援員等処遇改善臨時特例補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 市は，新型コロナウイルス感染症（病原体がベータコロナウイルス属の

コロナウイルス（令和２年１月に，中華人民共和国から世界保健機関に対して

，人に伝染する能力を有することが新たに報告されたものに限る。）である感

染症をいう。以下同じ。）への対応と少子高齢化への対応が重なる最前線にお

いて働く，市内の「放課後児童健全育成事業」の実施について（平成２７年５

月２１日雇児発０５２１第８号）の別紙に定める放課後児童健全育成事業を行

う事業所（以下「放課後児童クラブ」という。）における放課後児童支援員や

補助員等の放課後児童クラブで働く職員（非常勤職員を含み，経営に携わる法

人の役員である職員を除く。）（以下「放課後児童支援員等」という。）の処

遇改善のため，賃上げ効果が継続される取組を行うことを前提とし，臨時的に

収入を３パーセント程度引き上げるための措置（以下「放課後児童支援員等処

遇改善臨時特例事業」という。）として，三次市放課後児童支援員等処遇改善

臨時特例補助金（以下「補助金」という。）を交付するものとし，その交付に

関しては，放課後児童支援員等処遇改善臨時特例事業の実施について（令和３



年１２月２３日子発１２２３第１号厚生労働省子ども家庭局長通知）の別紙「

放課後児童支援員等処遇改善臨時特例事業実施要綱」，令和３年度保育士等処

遇改善臨時特例交付金の交付について（令和４年１月１４日府子本第１８号内

閣総理大臣通知）の別紙「令和３年度保育士等処遇改善臨時特例交付金交付要

綱」及び三次市補助金等交付規則（平成１６年三次市規則第６５号）に規定す

るもののほか，この告示に定めるところによる。 

（補助金の交付対象者） 

第２条 補助金の交付対象者は，児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第３

４条の８第４項の規定により認可を受けた放課後児童クラブに勤務する放課後

児童支援員等とする。 

（補助対象経費） 

第３条 補助金の対象経費は，放課後児童クラブが，放課後児童支援員等処遇改

善臨時特例事業を実施するための経費のうち，市長が必要と認める経費とする

。 

（補助金の額） 

第４条 補助金の額は，別表に定める算定方法により算出された基準額と放課後

児童支援員等処遇改善臨時特例事業の実施に必要な経費の実支出額とを比較し

て少ない方の額とする。 

 （補助対象期間） 

第５条 補助対象期間は，令和４年２月１日から同年９月３０日までとする。 

（補助金交付申請） 

第６条 補助金の交付を申請する者（以下「申請者」という。）は，三次市放課

後児童支援員等処遇改善臨時特例補助金交付申請書（様式第１号）を市長に提

出しなければならない。 

２ 前項に規定する申請書には，次に掲げる書類を添付しなければならない。 

⑴ 放課後児童支援員等処遇改善臨時特例事業賃金改善計画書（別紙１） 

⑵ 賃金改善内訳（職員別内訳）（別紙２） 

⑶ 前２号に掲げるもののほか，市長が必要と認める書類 

（交付決定等） 

第７条 市長は，前条の申請について内容を審査のうえ，補助金の交付が適当と



認めたときは，補助金の交付及び額の決定を行い，三次市放課後児童支援員等

処遇改善臨時特例補助金交付決定通知書（様式第２号）により，申請者に通知

するものとする。 

２ 市長は，前項の決定に当たり，補助金の交付の目的を達成するために必要な

条件を付すことができる。 

（実績報告書の提出） 

第８条 申請者は，令和４年１０月末日までに，三次市放課後児童支援員等処遇

改善臨時特例補助金実績報告書（様式第３号）を市長に提出しなければならな

い。 

２ 前項に規定する報告書には，次に掲げる書類を添付しなければならない。 

⑴ 放課後児童支援員等処遇改善臨時特例事業賃金改善実績報告書（別紙３） 

⑵ 賃金改善内訳（職員別内訳）（別紙４） 

⑶ 職員別の１月当たりの賃金改善額内訳（別紙５） 

⑷ 前３号に掲げるもののほか，市長が必要と認める書類 

（補助金の確定） 

第９条 市長は，前条の報告書について内容を審査のうえ，補助金の額を確定し

たときは，三次市放課後児童支援員等処遇改善臨時特例補助金交付確定通知書

（様式第４号）により，申請者に通知するものとする。 

（補助金の交付） 

第１０条 申請者は，前条の規定により交付の確定した補助金の支払を受けよう

とするときは，三次市放課後児童支援員等処遇改善臨時特例補助金交付請求書

（様式第５号）を市長に提出しなければならない。 

２ 市長は，前項の規定による請求を受けたときは，速やかに補助金を支払うも

のとする。 

（補助金の返還） 

第１１条 市長は，補助金の交付を受けた者が次の各号のいずれかに該当すると

きは，補助金の全部又は一部の返還を命じることができる。 

⑴ この告示に違反したとき。 

⑵ 事業の実施について，不正の行為が認められるとき。 

 （帳簿等の保存期間） 



第１２条 補助金の交付を受けた者は，この補助事業に係る関係書類及び帳簿等

を，当該補助事業が完了した年度の翌年度から起算して５年間保管し，市長が

求めるときは，これを提示しなければならない。 

（その他） 

第１３条 この告示に定めるもののほか，この告示の施行に関し必要な事項は，

市長が別に定める。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この告示は，令和４年２月２５日から施行し，同年２月１日から適用する。 

 （この告示の失効） 

２ この告示は，令和５年３月３１日限り，その効力を失う。 

 （告示失効後の経過措置） 

３ 第１１条及び第１２条の規定は，この告示失効後も，なおその効力を有する 

 。 

 



別表（第４条関係） 

 基準額の算定方法 

基準額は，放課後児童クラブごとに次により算出された賃金改善部分（令和

４年２月から９月までの間，職員に対して３％程度の賃金改善を行う放課後

児童クラブに対して，当該賃金改善を行うために必要な費用）の合計額とす

る。 

 

  賃金改善部分 

  １１，０００円×賃金改善対象者数×事業実施月数 

 

※ 「賃金改善対象者数」とは，賃金改善を行う常勤職員数に，１箇月当た

りの勤務時間数を就業規則等で定めた常勤の１箇月当たりの勤務時間数で

除した非常勤職員数（常勤換算）を加えたものをいう。なお，「賃金改善

対象者数」については令和４年２月１日現在で放課後児童クラブに勤務し

ている職員により算出すること。 

  ただし，令和４年３月以降に新規採用等により，賃金改善対象者数の増

加が見込まれる場合には，適宜賃金改善対象者数に反映し，算出すること

。 

※ 常勤職員とは，施設で定めた勤務時間（所定労働時間）の全てを勤務す

る者をいう。ただし，１日６時間以上かつ月２０日以上勤務している者は

，これを常勤職員とみなして含めること。 

※ 事業実施月数は，令和４年２月からの賃金改善部分の実施月数によるこ

と。 

 


